アメリカIT産業のグローバル展開（1） : 東アジアを中心とする半導体産業の海外事業 by 鈴木 直次

























                                                          












－ 3 － 
以上の IT 産業のグローバルな生産システムの特質を最も顕著に示しているのは、東アジア
を中心とするアメリカ半導体産業の事業展開である。半導体産業はめざましい技術革新を通じ






















年代後半以降）に大別し、その中間の「転換期」を加えた 3 期に即して検討しよう。 
                                                          
3 Dicken（2007）p.317, ジョーンズ（2007）138-9 頁、UN（1986），p.xx．アメリカ半導体産業のグロ
ーバルな事業展開については、内外に数多くの研究があるが、全体の概観を得るには Dicken（2007）が便
利である。本稿第 1 章で扱う 80 年代以前の時期については、Finan（1975），US DOC（1979），UC（1986）
がいわば「古典」の地位を占めている。また、前 2 者を利用した代表的な文献として、Borrus,Millstein and 
Zysman（1983）がある。 





営が最初の形を整えた 1970 年代半ばに至る産業全体の発展過程を概観しよう。 
アメリカにおける半導体産業発展の主たる契機は、1947 年末のトランジスターと 1950 年代
























                                                          
4 US DOC（1979）p.37 
5 たとえば、1954 年の 1 年間に国防総省が半導体の研究開発に投じた金額は日本の通産省が 74 年までに















年代前半の IC 叢生期の生産高の 90％近くを購入した。空軍は発明直後から IC の開発と生産
を支援し、63 年から 3 年間、ミサイル兵器近代化のためにミニットマンⅡ用誘導システム向け
に採用を決定、TI 社に 2400 万ドルを支出した。また、NASA（国家航空宇宙局）も「アポロ
計画」の宇宙船誘導コンピュータ用として、69 年 7 月に計画が成功するまでフェアチャイルド
社から 100 万個もの IC を購入した。 
こうして、価格よりも性能を重視し、その向上のためには惜しみなく資金を支出する連邦政
府の姿勢がリスクの大きな新製品と生産技術の初期の開発を可能にし、半導体企業の存続にク
リティカルな揺籃期を支えた。1961 年から 65 年の間に IC メーカーはわずか 2 社から 30 社以
上へと増加し、その出荷高は 1960 年から 77 年の間に 5 億 7000 万ドルから 48 億ドル余へ、
年平均 13％の驚異的な高成長を実現した（第 1-1 表）。製品の構成では、60 年代前半まではト
ランジスターなどディスクリート製品が主流を占めたが、同年代後半からは IC による代替が
始まり、67 年にははじめて IC の売上高がトランジスターを凌駕、70 年代には IC 時代が本格
的に到来した。他方、ダイオード・抵抗器の出荷高は、電気抵抗やマイクロウエーブ・ダイオー
ド、発光および光電性デバイスなど、特殊化された用途向けの製品が多く、この機能はなお当
                                                                                                                                                       
行った援助総額より多かったという。オキモト、菅野、ワインスタイン（1985）32 頁 
6 Dorfman（1987）pp.174～184 によると、1950 年代の技術開発の中心は設計より製法の改善、とくに歩
留まりの上昇に置かれた。その最大の成果が IC 生産を商業的に可能にした 59 年のプレーナー法の開発だ
ったとされている。 
－ 6 － 
第 1-1 表 国内半導体出荷高（品目別内訳） 






トランジスター IC２） 半導体部品 合計 トランジスター IC 
1960 228 314  29  n.a. 571 n.a. n.a. 
1961 249 316  38  n.a. 603 n.a. n.a. 
1962 268 303  67  n.a. 638 4.39  n.a. 
1963 282 312  190  n.a. 784 2.54  31.60  
1964 312 323  288  n.a. 923 1.46  18.50  
1965 379 426  317  n.a. 1,122 0.86  8.33  
1966 471 504  492  n.a. 1,467 0.64  5.05  
1967 444 434  505  n.a. 1,383 0.58  1.31  
1968 420 427  568  n.a. 1,415 0.44  2.28  
1969 464 472  751  n.a. 1,687 0.37  1.63  
1970 421 411  888  n.a. 1,720 0.38  1.45  
1971 346 341  815  n.a. 1,502 0.33  1.23  
1972 434 362  1,052  n.a. 1,848 0.27  1.01  
1973３） 668 557  1,724  175 3,124 n.a. n.a. 
1974 707 543  2,122  274 3,646 n.a. n.a. 
1975 601 405  1,712  284 3,002 n.a. n.a. 
1976 665 421  2,644  582 4,312 n.a. n.a. 
1977p 717 452  3,009  663 4,841 n.a. n.a. 
p： 暫定値 
１） 平均単価は米工場からのオープンマーケットへの出荷高による 
２） ハイブリッド IC パッケージを含む 
３） 72 年以前と 73 年以降は原データの出所が異なる （引用者） 
（資料） USDOC （1979） p.39, 47 
 
時の IC では果たせなかったため、しばらくの間、高い水準を維持した。7 
生産の増加とともに、性能は大幅に改善され、コストと価格は劇的に低下した。シリコン・
トランジスターの平均単価は 62 年の 1 個 4.4 ドルから 72 年には 0.27 ドルへ、同じく、IC も
31.6 ドル（63 年）から 1 ドルまで低下した。8 コストと価格低下の背景には、言うまでもなく、
活発な技術革新と激烈な競争があった。なかでも MOS 技術は IC の量産とコストの低下に大き
く貢献した。また、一個のチップ上に作り込まれる素子の数、集積度は 65 年に発表された「ムー
アの法則」の予測とおり急上昇し、2～3 年ごとにほぼ倍増した。60 年代後半には 1 チップ当
                                                          
7 Finan（1975）p.11、US DOC（1979）pp.42-4. 
8 リード（1986）165 頁では、平均的なチップの価格は 63 年 32 ドル、65 年 8.33 ドルから 71 年に 1.27
ドルへ低下、また、タイソン（1993）128 頁によれば、64 年に 64 の部品からなるチップの価格は約 32
ドルだったが、71 年には 1000 以上の部品からなるチップの価格は 1 ドルに低下した。 
－ 7 － 
りの素子数 100 から 1000 までの中規模回路が一般的だったが、70 年代に入ると素子数 1 万ま
での大規模集積回路（LSI）さらには 10 万を越える超大規模集積回路（超 LSI：VLSI）も普
及した。製造技術もめざましく発展し、たとえばウエハー面積は 60 年代末の直径 2 インチか
ら 70 年代初めには 3 インチ、そして同年代末には 4 インチへと拡大、ウエハーあたりのチッ
プ数も大幅に増加した。半導体価格はいわゆる習熟曲線の大きな傾きが示すように、生産量の
増加とともに急激に低下し、1964 年から 75 年の間には、累積の生産量が倍増するごとに、実
質販売価格は 27%も低下したと推定された。9 
価格の低下とともに、半導体は経済社会に急速に普及した。IC の新たな用途はコンピュータ
であった。すでに 50 年代後半にフィルコ、バローズ、IBM などの各社は、真空管に代わって
ディスクリート半導体を採用した大型汎用機を開発、同年末にはトランジスター化された「第
2 世代コンピュータ」も登場したが、これには 10 万以上のダイオードと 2 万 5000 以上のトラ




が高く効率もよかったが、IC に比べると高コストについた。そこで IBM360 に対抗するユニ
バック、バローズ、RCA などのコンピュータ・メーカーは IC を全面的に採用した、より小型
で強力な「第 3 世代」コンピュータを世に送った。69 年には、IBM も自社コンピュータのす
べてに IC を用いた。10 さらに IC の利用は、ミニコンピュータという新たな製品の開発と急成
長を可能にした。コンピュータ需要に支えられ IC 販売は政府依存から脱却し、さらに資本財
から電卓、時計など消費財へと広がった（第 1-2 表）。 








                                                          
9 US DOC（1979）pp.48～54 
10 Borrus,Millstein and Zysman（1983）p.156，ソーベル（1982）280～81 頁。最新の研究としてセルー
ジ（2008）がある。 












ファイナンの研究によれば、1972 年の時点でアメリカには 120 社の半導体製造企業が存在
し、うちキャプティブ企業は 31、外販企業（一部はキャプティブとの兼営を含む）は 68（不
明が 21）と数の上では後者が断然多かった。キャプティブ企業の大半（24 社）は大企業（72
年で売上高が 1 億ドルを越えるか、あるいは半導体売上高が 2000 万ドルを越える企業）であ
り、外販企業では逆にその比率が低い（25 社）。同様に、半導体工業会（SIA）の調査では、
78 年に 99 社の半導体企業があげられているが、この内訳はキャプティブ企業 36、外販企業
63 であった。外販企業は生産額の点でも存在が大きく、70 年代末から 80 年代初頭には全体の
第 1-2 表 半導体の用途別販売内訳 （％） 
半導体全体       
  1965 1969 1972 1974 
政府 36 32 25 19  
コンピュータ 24 30 27 28  
資本財 26 25 30 28  
消費財 14 10 18 25  
合計 100 100 100 100 
IC のみ         
政府 55 36 25 20 
コンピュータ 35 44 40 35 
資本財 9 16 25 30 
消費財 1 4 10 15 
合計 100 100 100 100 
(資料) USDOC （1979） p.46 









年にアメリカでは 96 社の半導体企業が存在したが、その内訳はキャプティブ企業 9、多角化し









                                                          
11 Finan（1975）pp.5～10, UN（1986）p.35. Finan はここでいう大企業と小企業の区別は恣意的なもの
だと断っている。 
12 US DOC（1979）p.38 
第 1-3 表 有力な半導体企業の生産･販売額（1983 年：推定） 
 （百万ドル） 
外販生産者 （推定生産額） キャプティブ生産者 （売上換算額） 
テキサス･インスツルメンツ 1,445 IBM 2,400  
モトローラ 1,040 ウエスタン･エレクトリック 390  
ナショナル･セミコンダクター 790 デルコ 210  
インテル 745 ヒューレット･パッカード 180  
AMD 485 ハネウエル 85  
シグネティックス 410 NCR 60  
フェアチャイルド 380 DEC 65  
RCA 225     
AMI 175     
ハリス 175     
(資料) UN (1986) pp.157, 164  
 









社のみで消費し、長らく外販に乗り出さなかった。自社の需要の 80%を満たす IBM の生産額
は他に隔絶し、80 年代初頭には全米の 20％にも達したと推定された。他方、IBM は残りの半
導体を外部の専門企業から購入したが、それはコンピュータ企業が購入する全半導体の 3 分の
1 にも達した。加えて 58 年にはテキサス・インスツルメンツ（TI）とコンピュータ用半導体の
共同開発に乗り出し、さらに 60 年代初頭にはトランジスターの自動製造装置を開発して、そ





の半導体産業の発展をリードした。GE 以下の 3 社はトランジスターの導入期には全販売高の
3 分の 2 を独占し,このグループの企業が 55 年の半導体売上高トップテンの半分以上を占めた
























導体事業は 1960 年にフォードに買収された後、凋落を始め、GE も各事業単位のすべてで収益
を上げるとの方針から半導体部門を放棄する決定を下した。 
第 3 のグループとして有力であったのは、戦前から存在し、1950 年代以降に半導体生産へ
と参入した多角経営の機械企業であった。代表は TI（テキサス・インスツルメンツ）とモトロー
ラ、ゼネラル・インスツルメンツ General Instruments などであった。このうち TI は 1930




ルは 53 年にシリコン・トランジスターを開発して、TI の名声を一挙に高めた。さらに、58 年
にはジャック・キルビーが IC を発明、TI の地位は決定的なものとなった。TI は外販市場に
おける販売高首位の座を 1960 年に獲得し、80 年代まで維持した。モトローラもまた 65 年以
                                                          
15 Dorfman（1987）p.209 
第 1-4 表 アメリカの半導体販売ランキング（上位 10 社） 
  トランジスター 半導体 IC IC 
順位 1955 1965 1975 1983 
1 Hughes Texas Instruments Texas Instruments Texas Instruments 
2 Transitron Motorola Fairchild Motorola 
3 Philico Fairchild National Semiconductor National Semiconductor 
4 Sylvania General Instruments Intel Intel 
5 Texas Instruments GE Motorola AMD 
6 GE RCA Rockwell Signetics 
7 RCA Clevite General Instruments Fairchild 
8 Westinghouse Philico-Ford RCA Mostec 
9 Motorola Transitron Signetics RCA 
10 Clevite Raytheon American Microsystems American Microsystems 
＊販売額による順位付け。イタリック体の会社は真空管も生産。 
(資料) UN (1986) p.151 
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とする多数の半導体企業を生み出す母体となった。この第 4 のグループは IC 時代の到来以降、
半導体産業の中心に躍り出、70 年代後半には外販市場の 60％以上を獲得するに至った。 
新興企業が容易に設立された背景には、すでにふれた寛大なパテント政策に加え、当時の半
導体の開発と製造には巨額な資金を必要としなかったという事情があった。16 実際、1950 年代
初頭にゼネラル・トランジスター社 General Transistor は 25 万ドルの資金で操業を開始し、
また、当時売上高で業界第 2 位であったトランジトロン社 Transitron は 100 万ドルを要した
のみであった。やや後の、68 年のインテルの創業も 300 万ドル（創業者が提供した 50 万ドル

















                                                          
16 しかし、先発者の利益が大きいという特徴から、当初から半導体生産には寡占化の傾向が目立ち、65 年
には上位 4 社が出荷総額の 69％、上位 8 社が 91％を支配、72 年にもそれぞれ 57、63％に達した。USDOC
（1979）p.41 
17 Dorfman（1987）pp.217～8 






















を比べると、前工程の工場は 500 ドルであったのに対し、組立工場は 200 ドルだったという。
これは後の時期になっても変わらず、2001 年の時点の最新鋭ウエハー加工設備の 1 チップあ
たり投資額は後工程の 10 倍に達したという。21 このため、量産効果は前工程に比べると小さ
く、ここでは製品コスト引き下げの最大の手段として賃金水準の低下が求められることになっ
                                                          
18 設計プロセスの詳細については、NEC エレクトロニクスのごく初歩的な解説（www.necel.com/fab/ja/ 
line/line_b.html: 09.8.27）および長谷川丈一（2005）72-73 頁、より本格的には菊地・高山・鈴木（2000）




次第に増加する傾向にあったが、これが本格化するのは 1970 年代後半の VLSI 時代になってからのことで
あった。Dorfman（1987）pp.193-4, 210 
20 Dorfman（1987）p.193 も同様な指摘をしている。 
21 Finan（1975）p.19、Leachman and Leachman（2004）p.205. 
















1-5 表である。ここでは 2 つの研究を引用した。まず、1974 年時点で何らかの形態の海外工場
を持つ半導体企業 32 社をサンプル調査したファイナンの研究によると、工場の設立は 60 年以
前に始まったが、60 年代半ば過ぎまではごく低水準にとどまった後、同末以降にめざましく増
加した。23 69 年以降の設立件数は全体の約 70％（73 件）をも占めたほどだった。また表示し
ていないが、企業規模別に見ると、32 社のうち売上高が相対的に大きい 17 社（72 年で半導体
の売上高が 2000 万ドル以上、あるいは半導体を含む全売上高が 1 億ドル以上）は 68 年までに
オフショア生産を開始したが、より小規模な企業にそれが広がるのは 69 年以降のことであっ
た。また、前者が複数の海外工場を持つのに対し（17 社で合計 74 工場）、後者では 1 箇所の




30 近く多いが、全体の傾向はほぼ変わらない。ここでは 50 年代後半から工場設立が始まり、
                                                          
22 Scott（1987）p.145 
23 ファイナンは対象企業へのインタビューと SEC に提出された 10K レポートなど財務情報からこのデー
タを作成したとしている。この 32 社にはアメリカの有力企業がほぼすべて網羅され、全体で国内売上高の
75%、世界販売高の約 3 分の 1 を占めていた。Finan（1975）p.54。 
24 Finan（1975）pp.63-64, 107-108 
－ 15 － 
60 年代前半に停滞したあと、69～73 年に急増したことがより明瞭に示されている。以上の米
企業による海外子会社の設立件数は、世界の半導体業界のなかで抜きん出た地位を占めた。73





ナダなどからなる。工場数の 3 分の 2 は発展途上国にあり、数の上ではこちらが海外工場展開
の中心にあったといえる。時期と重ねてみると、先進国における工場建設の方がやや早く始ま
るが、60 年代後半には発展途上国と先進国の双方で設立数が急増し、70 年代前半になると、
                                                          
25 US DOC（1979）p.87 
第 1-5 表 米半導体企業の海外工場設立件数 1） 
  Finan 米商務省報告 
  先進国 発展途上国 計 先進国 発展途上国 計 
1955 ー ー ー 1 0 1 
1956 ー ー ー 0 0 0 
1957 ー ー ー 1 0 1 
1958 ー ー ー 0 0 0 
1959 ー ー ー 1 0 1 
1960 52) 02) 52) 2 0 2 
1961 1 0 1 1 0 1 
1962 0 0 0 0 0 0 
1963 1 1 2 2 1 3 
1964 1 1 2 1 1 2 
1965 0 1 1 1 1 2 
1966 2 0 2 3 1 4 
1967 1 4 5 1 3 4 
1968 2 4 6 1 7 8 
1969 11 13 24 10 17 27 
1970 5 12 17 4 11 15 
1971 1 4 5 3 7 10 
1972 43) 233) 273) 1 6 7 
1973 ー ー ー 4 14 18 
1974 ー ー ー 0 7 7 
不詳 5 6 11 9 13 22 
合計 39 69 108 46 89 135 
1）いずれも 1974 年現在 2）1960 年以前  3）72 年以降 
（資料） Finan (1975) p. 56, USDOC (1979) p.84 






工場は 4 つの形態に分類されており、先進国には「POS（Point-of -Sales）組立」工場の 3 分
の 2 と「一貫製造」工場のすべてが、他方、発展途上国には「オフショア組立」工場（米系と


























対象となった 32 の半導体企業は 1973 年までに 47 のオフショア工場に合計 3 億 8000 万ドル（産業全体で





                                
第 1-6 表 米系半導体企業の地域・形態・設立時期別の海外工場数および雇用（1974 年春現在） 
 





















発展途上国             
香港 5 3     8 3   1 3 1 5.4 
韓国 5 4     9     3 6 0 13 
台湾 3       3     2 1 0 4.5 
シンガポール 7 1 1   9     2 7 0 18 
マレーシア 11       11     0 0 11 14 
その他東アジア 2 1 3   6 1   0 2 3 … 
メキシコ 12 3     15 1   2 9 3 (2.2) 
その他ラ米 1 1 6   8 1   1 1 5 … 
計 46 13 10   69 6   11 29 23 61 
先進国             
イギリス     6 6 12 1 3 1 6 1 … 
フランス     2 5 7 1 1 3 2 0 … 
ドイツ     3 3 6   1 1 3 1 … 
イタリア     2 1 3     1 2 0 … 
その他 EEC/ EFTA 1   5   6 3   0 3 0 … 
日本     2 2 4     1 1 2 … 
カナダ     1   1     1 0 0 … 
計 1   21 17 39 5 5 8 17 4 … 
合計 47 13 31 17 108 11 5 19 46 27 … 
雇用は 1974 年、メキシコは 71 年、「発展途上国計」にはインドネシア 2.5、タイ 2.0、エルサルヴァドル 1.8（いずれも千人）を含む 
（資料） Finan (1975) pp. 57-58, UC (1986) p.363 
 












アジアにおけるよりやや早く、50 年代後半に始まった。先頭を切ったのは 60 年代以後しばら
くの間、世界のトップ企業の座を守り続けたテキサス・インスツルメンツ（TI）が 57 年にイ
ギリスで製造工場を開設したケースである。すでに 61 年以前にはイギリス（3 箇所）、フラン
ス、ドイツに一貫工場が作られ、一時停滞したあと、同年代末に再び一貫工場と POS 組立工
場の建設ラッシュがこの 3 カ国を中心に生じた。74 年春の時点で各国の工場数を見ると、ヨー
ロッパのなかではイギリスが最大、ついでフランス、ドイツの順であった（前掲、第 1-6 表）。












                                                          
28 UN（1986）p.140 
29 Finan（1975）p.95. 









分が米系企業のヨーロッパの全売上高に占める割合は 3 分の 2、日本では約半分にも達したの
である（いずれも 1970 年代初頭）。32 
日本への進出について付言すると、1978 年以前は TI のみが特許権の開放と引き換えに、
100%出資の製造子会社の設立を認可されたにとどまり、他社は 12%の従価税を回避できる東




                                                          
30 このほか、60 年代後半に半導体事業に参入した新企業が 69～70 年のリセッション期の国内需要の減少
に対応し、需要が旺盛であったヨーロッパ市場へと向かったことも影響した。Borrus, Millstein and 
Zysman（1983）pp.174-5。 
31 UN（1986）p.141 
32 US DOC（1979）p.99 
第 1-7 表 主要な半導体外販企業の海外工場数 
  合計 オフショア組立 POS 組立 一貫工場 
テキサス・インスツルメンツ 15 3 8 4 
ナショナル・セミコンダクター 9 4 4 1 
モトローラ 8 5 2 1 
フェアチャイルド 8 5 3 0 
インターナショナル・レクティフィアー 5 0 3 2 
RCA 4 3 1 0 
GE 4 2 2 0 
シグネティックス 4 2 1 1 
ゼネラル・インスツルメンツ 4 2 0 2 
＊海外工場数は 1973 年現在 
（資料） Finan （1975） pp.135-136 
 

















                                                          
33 Finan（1975）p.95,Borrus,Millstein and Zysman（1983）pp.174～75、新井光吉（1996）48 頁。 
 
第 1-8 表 主要な半導体企業の代表的なオフショア組立工場 
国名 従業員 床面積 推定投資額 
  年 
  人 千平方フィート 千ドル 
1967 香港 6,000 145 29,000  
1967 韓国 1,100 18 2,145  
1974 シンガポール 3,500 52 10,400  
フェアチャイルド 
1974 インドネシア ー 80 1,600  
1967 韓国 1,000 40 7,500  
1972 メキシコ 1,000 40 8,000  モトローラ 
1974 マレーシア 3,000 110 18,000  
1974 シンガポール 4,000 88 17,600  
1974 マレーシア 2,400 30 6,000  
ナショナル・ 
セミコンダクター 
1972 香港 ー 10 2,000  
ＲＣＡ 1974 マレーシア ー 84 ー 
シグネティックス 1967 韓国 500 30 6,000  
ゼネラル・インスツルメンツ 1971 台湾 900 35 7,000  
（資料） Finan (1975) pp.140-141 
－ 21 － 
オフショア組み立て工場の建設にとくに熱心だったのは、フェアチャイルドに加え、モトロー




た香港、ついで、韓国、台湾そしてシンガポールの 4 カ国（「4 匹の虎」）であった。これら先




68 年から米系企業が本格参入し、当時の米 3 大半導体メーカーの TI、フェアチャイルド、ナ
ショナル・セミコンダクターが生産拠点を構えたが、73 年までには米系企業 7、日系企業 4、
西欧系企業 2 の計 13 社の工場を数えた。生産高の 62%は、上記米系 3 社と同じく米系のテレ















                                                          
34 Borrus, Millstein and Zysman（1983）p.174 
35 Borrus, Millstein and Zysman（1983）p. 178. Scott, and Angel（1987）p.901 では、1978 年に組立作
業の 82％が海外で行われたが、その後、さらにこの比率は上昇したと予想している。 
36 US DOC（1979）p.77、Scott and Angel（1988）pp.1057, 1060-61．80 年代初頭に国内には独立の組
立業者が 3 社あり、高品質かつ高速の組立事業を展開していた。なお、米国内で組立作業を行っていたキ









子（T２L ゲート）ではパッケージ費が全体の 31％、組立て費が 41％と、ウエハー製造コスト
を大きく上回ったのに対し、より複雑な先端的 IC の場合は、ウエハー製造コストが全体の 88％


















                                                                                                                                                       
ャプティブ企業の一部でもコスト削減を目的にオフショアに移転する例が見られた。 
37 US DOC（1979）p.18、Angel（1994）pp.55-64. 















急速に拡大した。市場の本格的な拡大につれ新参入も増大（66～72 年の間には 30 社）し、激
しい価格競争が始まった。41 その結果、巨額の設備投資の負担や景気変動に伴う大きな景況の
差ともあいまって、半導体企業の利益率は売上高の増加にもかかわらず、60 年代後半（66～
71 年）に 5.3％から 2.7%へと低下した。ほぼこの期間、彼らの利益率は全製造業の平均を大幅
                                                          
40 Finan（1975）p.58 
41 他方で、日本のトランジスターの対米輸出がアメリカ企業に対し競争圧力を及ぼした。日本の脅威を強
調するのは Henderson（1989）p.43、Flamm（1985）p.69 などである。確かに 50 年代末にはわが国の
トランジスター・ラジオの対米輸出が激増し、貿易摩擦に近い事態が生じたことは疑いない。59 年にアメ
リカの国防民間動員局（OCDM）はわが国からの関連製品輸入が米国防産業に被害を与えているか否かに
ついて調査を行うなど、日本製品の排斥運動が起きた（外務省『わが国外交の近況』第 5 号、1961 年 8 月）。
しかし、日本からの輸入に対抗するため米企業がオフショア生産を推進したという関連は必ずしも明らか
ではない。 
第 1-9 表 エレクトロニクス産業における賃金格差 
  組立工（時間賃金） 生産工（平均時給） 
  1966 1973 1969 1975 1985４） 
  米ドル 対米比率 米ドル 対米比率 対米比率 対米比率 対米比率 米ドル 
アメリカ 2.50 100 3.50  100 100 100 100 8.37 
香港 0.25 10 ー ー 10 12 16  1.33  
韓国 0.1１） 4 0.153） 4 10 7 14  1.19  
シンガポール 0.112） 4 0.33） 9 9 12 19  1.58  
台湾 0.19 8 ー ー 8 7 16  1.36  
マレーシア ー ー 0.15  4 ー 9～10 10  0.84  
フィリピン ー ー ー ー ー 6 8  0.63  
タイ ー ー ー ー ー 5 5  0.43  
インドネシア ー ー ー ー ー 5 4  0.35  
１） 1967 年、２） 1969 年、３） 1974 年、４） 米系および現地の独立系半導体工場 
（資料） Finan （1975） p.61, Scott （1987） p.145 
－ 24 － 
に下回ったほどだった。42 




























                                                          










リカでは、1930 年の関税法によって海外組立条項（Offshore Assembly Provision）が制定さ
れ、海外で工場を操業している企業に対して、ある種の製品を米国に再輸出する際、関税上の
優遇措置が与えられることになった。これは 1963 年の関税法改正により関税率表第 806 条 30
















                                                          
44 キャプティブ・メーカーのなかでは、コモドーレ、データジェネラル、ヒューレット・パッカードなど
がオフショア生産拠点をもった数少ない例外である。Scott（1987）p.148, UN（1986）P.156. 
45 US DOC（1979）p.61、USITC（2008）ジェトロ、米国関税制度（http://www3.jetro.go.jp/jetrofile/search. 
txt）などを参照。新井光吉（1996）46 頁では、806 条 30 項は、「国外へ輸出された米国製部品が輸出先
で加工された後に完成品として米国に逆輸入された場合」、807 条は、「組立用として完成している米国製
部品を海外に輸出して組み立てた後に逆輸入した製品」であったとしている。なお、この条項に適用され
る輸入品の 82％が半導体であった。また、USTS806.30 および 807 は、1989 年 1 月に用語法と適用範囲
を一部修正して、新たな関税率表（HTS）9802.006. および 9802.00.80 となった。 




Truel の研究によりながら、輸送コストは総生産コストの 1%以下としている。 






ると 1 個あたりほぼ 3 ドルに達する MOSIC の全製造コストは、シンガポールで組み立てれば























                                                          
47 Finan（1975）pp.60-66. 
48 US DOC（1979）pp. 74-76 
49 US DOC（1979）pp.13～14, 33. 

























第 1-10 表 米半導体産業における製造コスト（構成比） 
     （％） 
  1958 1963 1967 1972 1976 
給与総額 45.1  46.7  46.7  33.5  30.4  
原材料・燃料費 30.2  29.0  29.0  32.7  36.0  
資本支出 6.5  7.6  11.2  6.0  8.0  
その他 18.2  16.7  13.1  27.8  25.6  
合計 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  
全製造業平均の
給与比率 
ー ー 21.9 21 17.8 





                                
第 1-11 表 米半導体産業と米系オフショア組立工場の雇用 （千人） 
  Finan Department of Commerce 
  米国内 オフショア工場 米国内 海外(推定)  















1963 37.5 56.3 66.6  2.1 3.7  37.5 56.3 67.0  - - - 
1964 37.9 55.3 68.5  4.3 7.8  37.9 55.3 68.5  - - - 
1965 48.7 67.2 72.5  6.5 9.7  48.7 67.4 72.0  - - - 
1966 59.1 82.2 71.9  8.6 10.5  59.1 82.2 71.9  4 4.9  86.2 
1967 57.9 85.4 67.8  15.1 17.7  57.9 85.4 67.8  10 11.7  95.4 
1968 60.5 87.4 69.2  30.1 34.4  60.5 87.4 69.0  20 22.9  107.4 
1969 69.3 98.8 70.1  66.7 67.5  69.3 98.8 70.1  40 40.5  138.8 
1970 60.3 88.5 68.1  74.8 84.5  60.3 88.5 68.0  45 50.8  133.5 
1971 45.5 74.7 60.9  84.6 113.3  45.5 74.7 60.9  50 66.9  124.7 
1972 54.8 84.6 64.8  89.1 105.3  58.4  97.6  60.0  60 61.5  157.6 
1973 - - - - - 74.7  120.0  62.0  80 66.7  200 
1974 - - - - - 81.6  133.1  61.0  85 63.9  218.1 
1975 - - - - - 52.4  96.7  54.2  - - - 
1976 - - - - - 57.9  102.5  56.5  - - - 
（資料） Finan (1975) p.86, USDOC (1979) pp.28, 78 
 




























顕在化したこと、第 2 に、半導体の技術進歩により IC の集積度が高まり、超 LSI 時代が到来
したこと、そして第 3 に、70 年代末に日本とのメモリー競争が激化したことなどがあげられる。 
                                                          
51 Flamm（1985）p.98 では、国内の生産工の非生産工に対する割合が、1958 年の 3.0 から 81 年の 1.0
までほぼ一貫して低下したことを示している。 
52 Finan（1975）p.86 
第 1-12 表 半導体産業の職種構成（米国内） 
（％） 
  1964 1971 
経営職 2 5 
管理職 6 8 
技術職 16 27 
事務職 7 12 
小計 31 52 
熟練工 8 9 
半・未熟練工 61 38 
小計 69 48 
合計 100 100 
（資料） Ｆｉｎａｎ (1975) p.86a 
 













コンダクター、TI、AMD の 3 社が、続いて翌年にはインテル、モトローラ、モステックが、
さらにその翌年には RCA がそれぞれ進出した。ところが 70 年代半ばになるとマレーシアの賃
金も急騰し、このためインテル（74 年）を先頭に、米系企業は今度はフィリピンへと殺到し、








ダクターと AMD はシンガポールの組立工場をそれぞれ閉鎖する計画を発表した。53 
こうして米系企業の組立工場数は 1974 年から 85 年までの約 10 年間に、香港やシンガポー
ルの半分以下の賃金のフィリピンで急増し、台湾やマレーシア、タイでも増大した（第 2-1 表）。
もっともこの表は、1964、74 年の時点については先に掲げた第 1-5 表より工場数が過小評価
されており、それゆえ 85 年の数値も実態より少ない可能性はあるが、それにしても 70 年代後
半から 80 年代半ばに上の国々で米系組立工場が増加したことは間違いなかった。かくて 80 年
代央になると、工場数ではマレーシアが最大、これをシンガポールと新興のフィリピンが追う
                                                          
53 Henderson（1989）p.58. 
－ 31 － 




ア組立が緒についたばかりの 1967 年から 1977 年の約 10 年間に輸出は年率 20％以上、輸入に
至っては 40 以上％の割合で増大し、国内出荷・見掛け消費に占める割合もそれぞれ約 40%、
30％程度にまで上昇した。また、貿易黒字は 70 年と 74 年をピークに大きく減少したが、それ











位は 67 年のリストには名前がなく、77 年の輸出先の最上位であるマレーシア、シンガポール 
                                                          
54 UN（1986）p.400 
55 半導体貿易のうちディスクリート製品などを除いた IC 貿易収支のみに注目すると、すでに 71 年に赤字
へと転落、以後、それが増加した。US DOC（1979）p.60 および付表を参照。 
第 2-1 表 米国企業が所有する東アジアの組立工場 
 1964 1974 1985 
香港 1 8 8 
インドネシア - 2 2 
韓国 1 9 5 
マレーシア - 11 14 
フィリピン - 1 11 
シンガポール - 9 11 
台湾 - 3 8 
タイ - 1 4 
合計 2 44 63 
（資料） Scott （1987） p.145   
 
－ 32 － 
第 2-2 表 アメリカの半導体貿易 
      （百万ドル：％） 












1965 82  24  58  10  2  ┅┅ ┅┅ 
1966 130  42  88  ┅┅ ┅┅ ┅┅ ┅┅ 
1967 152  43  109  11  3  ┅┅ ┅┅ 
1968 204  72  132  14  6  ┅┅ ┅┅ 
1969 346  104  242  21  7  ┅┅ ┅┅ 
1970 417  157  260  24  11  139  88.3  
1971 371  179  192  25  14  152  85.0  
1972 470  330  140  25  19  250  75.6  
1973 848  619  229  27  21  410  66.3  
1974 1,247  961  286  34  29  682  70.9  
1975 1,053  803  250  35  29  617  76.9  
1976 1,400  1,207  193  41  28  877  72.7  
1977 1,503  1,352  151  39  30  1,120  82.8  
1978 1,923  1,768  155  40  31  1,478  83.6  
1979 2,597  2,412  185  39 33  1,916  79.4  
1980 3,422  3,279  143  41 35  2,506  76.4  
1981 3,482  3,553  -71  38 39  2,825  79.5  
1982 3,665  4,128  -463  ┅┅ ┅┅ 3,131  75.8  
＊1979 年の輸入の数値のみ両資料で異なるが、UN(1986)の数字をとった。 
(資料） UNCTC (1986) p.68, USDOC (1979) p.62, Scott and Angel (1987) p.901 
 
第 2-3 表 半導体貿易の製品別構成 
   （％、百万ドル） 
  1967 1970 1973 1977 
輸出      
トランジスタ 30.4  21.2  11.2  4.7  
IC 17.5  23.8  25.1  23.2 
半導体部品 27.5  40.0  49.7  63.8 
その他 24.6  15.0  14.0  8.3  
合計 100.0  100.0  100.0  100.0  
輸出金額 152  420  848  1,503  
輸入      
トランジスタ 62.0  38.4  25.9  12.6  
IC na 44.2  58.1  75.4  
その他 38.0  17.4  16.0  12.0  
合計 100.0  100.0  100.0  100.0  
輸入金額 50  157  619  1,352  
(資料） USDOC (1979) p.70, Finan (1975) p.99  
－ 33 － 
第 2-4 表 半導体輸出の内訳と輸出先（上位 12 カ国） 










イギリス 18,768 14,079 75.0 マレーシア 244,673 7,870  3.2  
スイス 18,189 18,067 99.3 シンガポール 224,971 9,795  4.4  
香港 16,303 2,212 13.6 韓国 142,635 5,368  3.8  
フランス 16,248 13,957 85.9 西ドイツ 112,848 103,602  91.8  
日本 15,773 13,860 87.9 香港 101,229 47,239  46.7  
カナダ 13,685 12,657 92.5 メキシコ 84,587 22,406  26.5  
イタリア 10,658 8,650 81.2 日本 75,731 66,916  88.4  
西ドイツ 10,588 8,812 83.2 台湾 73,933 15,960  21.6  
メキシコ 5,688 1,107 19.5 フィリピン 63,557 8,279  13.0  
アイルランド 4,796 629 13.1 イギリス 60,771 47,142  77.6  
オランダ 4,783 4,250 88.9 フランス 52,892 30,653  58.0  
台湾 3,365 1,591 47.3 カナダ 37,584 34,156  90.9  
小計 138,844 99,871 71.9 小計 1,275,411 399,386  31.3  
その他 13,136 10,251 78.0 その他 227,718 144,809  63.6  
合計 151,980 110,122 72.5 合計 1,503,129 544,195  36.2  
（資料） USDOC (1979) p.66 
 
第 2-5 表 半導体の主要輸入元（上位 12 カ国） 
      （千ドル） 
  1967    1977  806・807 輸入 同比率 
香港 18,126 マレーシア 286,118 269,936  94.3  
アイルランド 8,025 シンガポール 257,360 234,616  91.2  
日本 6,104 韓国 222,656 208,971  93.9  
台湾 2,835 台湾 93,265 72,720  78.0  
メキシコ 2,789 香港 84,102 63,885  76.0  
オランダ 988 日本 83,429 na na 
フランス 904 メキシコ 78,326 63,286  80.8  
韓国 842 フィリピン 71,436 52,182  73.0  
西ドイツ 729 エルサルヴァドル 38,620 na na 
イタリア 639 西ドイツ 25,937 na na 
イギリス 502 タイ 22,199 na na 
カナダ 460 アイルランド 17,563 na na 
小計 42,943 小計 1,281,011 965596１） na 
その他 491 その他 71,306 154,525  na 
合計 43,434 合計 1,352,317 1,120,121  82.8  
１） 数字のある上記 7 カ国の合計 
（資料） USDOC (1979) pｐ.64, 67 
 





半導体貿易の拡大は、すでにふれたアメリカ政府の関税上の優遇措置（806 条 30 項および
807 条）によって促進された。優遇措置の対象となった半導体輸入金額は 1970 年の 1.4 億ド
ルから 82 年には 31 億ドルへとめざましく増大、70 年代末以降、総額の 80％近くを占めた（前
掲、第 2-2 表）。この優遇措置を利用してアメリカに半導体を輸出した地域のなかでは、アジ















価は東アジアの国々のなかでは最高となった（第 2-7 表）。 




                                                          
56 日本は先進国としては例外的に、アメリカの貿易相手国としての一定の地位を守った。一方で、日本は
西ドイツなどと並んでアメリカの完成品の有力な輸出先であったが、他方、当初はトランジスターなどデ
ィスクリート製品、後には DRAM など IC の主要なアメリカへの輸出国であった。のちには DRAM 輸出
が急増し、政治的な紛糾すらまねいたことは周知の通りである。 
57 Scott（1987），pp.150～151 なお、後に作られたマレーシア、フィリピン、タイの工場では、先進メ




                                第 2-6 表 アメリカへの半導体輸入とその地域・国別内訳（806.30/807.00 適用分） 
第 2-7 表 アメリカの半導体輸入（806/807 項） 
               （百万ドル） 
  地域別内訳（％） アジアの国別内訳（％）1) 
  
総輸入額 
アジア ラ米 欧州 香港 シンガポール 韓国 台湾 マレーシア フィリピン タイ インドネシア 
1970 159.5 61.9 25.1 12.0 44.6 17.9 23.2 8.9 - - - - 
1972 254.0 66.6 22.0 11.0 25.4 37.3 26.9 10.4 - - - - 
1974 583.9 70.7 23.0 4.8 17.1 22.9 22.9 12.9 21.4 2.9 - - 
1976 879.7 82.0 15.4 2.5 13.1 28.0 20.7 7.3 25.6 7.3 - - 
1978 1478.5 88.7 9.5 1.7 6.8 22.7 17.0 5.7 34.1 9.1 3.4 1.1 
1980 2517.4 87.7 7.1 0.7 4.5 25.0 10.2 4.5 34.1 15.9 3.4 2.3 
1982 3131.5 89.1 8.4 0.3 3.4 19.1 8.9 4.5 36.0 20.2 3.4 2.2 
1984 4622.3 85.3 8.3 0.3 1.2 12.9 16.5 4.7 36.5 21.2 4.7 2.4 
１） アジアからの輸入総額に占める各国のシェア。1984 年は 83 年の数値。 
(資料) Scott and Angel (1988) 1056-1061, Scott (1987) p.146 
 
      (千個・千ドル・ドル)         
  IC 合計 MOS デジタル          
  数量 価額 平均単価 数量 価額 平均単価          
マレーシア 1,276,420 679,472 0.532 168,217 184,639 1.098          
シンガポール 381,164 507,696 1.332 50,099 159,227 3.178          
フィリピン 361,192 317,246 0.878 79,926 105,567 1.321          
小計 2,018,776 1,504,414 … 298,242 449,433 …          
その他 1,460,789 692,428 … 68,894 125,943 …          
合計 3,479,565 2,196,842 0.631 367,136 575,376 1.567          
MOS デジタルの内訳               
  MOSRAM その他 MOS メモリー その他 MOSIC MOSMPU 合計 
  数量 価額 平均単価 数量 価額 平均単価 数量 価額 平均単価 数量 価額 平均単価 数量 価額 平均単価 
マレーシア 50,914 93,661 1.840 18,474 40,029 2.167 92,134 31,214 0.339 6,695 19,735 2.948 168,217 184,639 1.098 
シンガポール 15,096 58,458 3.872 20,110 67,476 3.355 6,138 8,036 1.309 8,755 25,257 2.885 50,099 159,227 3.178 
フィリピン 36,121 47,370 1.311 14,916 23,846 1.599 18,221 13,068 0.717 10,668 21,283 1.995 79,926 105,567 1.321 
(資料) UN (1986) pp.347-350 
 







ルは複雑な MPU を組み立てたため、マレーシア、フィリピンに加え、プエルトリコでも 700
万ドルをかけて自動ボンダー、ダイアタッチメント装置を採用した。この結果、同社従業員に





















                                                          
58 UN（1986）pp.400, 416, 420. 
59 UN（1986）pp.97-98．例えば、リードフレームへの取り付け機械はマニュアルでは 1 台 5000～6000
ドルだったが、半オートメ機で 1 万ドル、完全自動機械で 2.5 万ドル以上もかかった。 
60 Henderson（1989）pp.55-58、Leachman and Leachman（2004）p.205 























に高付加価値の LSI および超 LSI（具体的には、MPU、ROM）の組立と検査が中心となった。
これに対して、マレーシアとフィリピンはより付加価値の小さな製品の組立と一部、検査を主
として担当した。マレーシアでは、構造がより単純でより価格競争的な RAM の生産が中心と
なり、事実、その対米輸出量ではシンガポールの 2 倍以上に達したほどだった（前掲、第 2-7
表）。また、シンガポールから未完成の IC をマレーシアに最終組み立て用に輸出することもあっ
た。フィリピンもまた、価格競争的な MOS、RAM デバイスの生産国としてはマレーシアに次
ぐ位置にあり、マレーシアとほぼ同様、RAM の対米輸出量ではシンガポールの 2 倍以上に達




－ 38 － 
した。同国ではまた、より単純なディスクリートの組立量も多かった一方、MOS、MPU やハ
イブリッド IC でも、マレーシアやシンガポールを上回るほどだった。しかし、その単価はこ
























最後に、米系企業の発展と連動して、1970 年代半ば以降、先発 4 カ国を中心に現地企業の
本格的な成長が始まったことにも注目しておこう。65 その有力な契機のひとつは米系企業の従
                                                          
63 UN（1986）pp.346-353, 398-407. 




－ 39 － 
業員が独立し、技術水準の低い組立事業を創業した後、技術的に高度化して米企業のパートナー
となるというものであった。現地企業には 100％現地所有の企業および外国との合弁企業の 2


















                                                                                                                                                       
った。米商務省報告でも、組立拠点の性格が続いた点で例外的ケースとされている。USDOC（1979） 
66 Scott（1987）pp.147-151 
67 Scott and Angel（1988）pp.1054-56．1986 年半ばに、米系半導体企業が所有する世界の組立工場（ブ
ランチプラント）は 94、そのうち 91 は海外に存在した。これに加え、65 の独立した下請組立工場と取引
があり、うち 62 は海外にあった。これらの工場が米半導体企業の組立作業の多くを担当していた。支店工
場は独立の組立工場のみを数え、ウエハー加工工場やサブシステムの組立、機器製造工場などと空間的に
統合されている工場は含まない。 
